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研究成果の概要（和文）：生産性の高い企業の参入の脅威に直面した際，受入国内の企業がどのような対応を取
るのか，また，実際の参入によってどのような影響が考えられるのか，という２点について国内企業の垂直的・
水平的組織構造の変化に注目した研究を行った．多国籍企業の参入に直面し，排他条件付取引契約の締結によっ
て参入阻止を実現する状況や，多国籍企業による国内投入財供給企業とのM＆Aが国内企業の垂直組織構造に与え
る影響，多国籍企業の参入が競争政策の側面から水平統合を可能にする状況と水平統合の効果について分析し，
まとめることができた．

研究成果の概要（英文）：This research explores two things focusing on domestic firms’ vertical or 
horizontal organization change: what kind of strategic actions domestic firms take when facing 
efficient firm’s entry and what kind of impacts can be considered in a market when efficient firms 
actually enter. We show the circumstances where a domestic firm can deter multinational entry by 
closing an exclusive contract, the impact of multinational M&A with domestic supplier of 
intermediate input on domestic vertical organization form, the situation where multinational entry 
enables domestic firms to horizontally integrate from a competitive policy perspective, and its 
impacts. 

研究分野：企業の組織構造
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
社会的余剰を増加される可能性のある効率的企業の参入であっても，既存企業にとっては自分の利益を奪われる
可能性のある競合他社であり，多国籍企業のような効率的な企業の参入が与える影響や参入阻止が可能となる状
況を解明することは，経済学的に重要な課題である．組織構造の変化は，社会的余剰の変化をもたらし，また，
参入を行うかどうかの決定にも影響を与える点で，意義のある分析であると考える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
2013 年において，多国籍企業の生産活動は全世界 GDP の 34.4％を占めており（UNCTAD 2015)，
例えば，米国では，輸出高よりも海外進出子会社の売上高が３倍高くなっている．多国籍企業が，
国内企業よりも効率性が高いことは様々な研究で報告されており（Helpman,Melitz and Yeaple, 
2004），こうした企業の参入が国内企業に与える影響は大きい．このため，国内企業が何らかの
対応策をとる可能性は高いと考えられる． 
新規参入への対応策の一つとしては，競合他社との取引を禁止する排他条件付取引など，既存
企業間の垂直的取引関係を強化することで参入を阻止するという方法が考えられる．これまで，
産業組織の分野で，効率的企業の参入が阻止されうる市場環境について，理論研究が積み重ねら
れてきている（Segal and Whinston, 2000; Simpson and Wickelgren, 2007）．これらの先行研
究により，効率的企業の参入阻止は，特定の市場環境でのみ実現し，多くの場合，参入阻止が難
しいことも明らかになっている． 
これら産業組織論の研究を背景としながら，前述のように多くの国が今や多国籍企業の参入
に直面しているため，本研究では，効率性の高い多国籍企業の参入を前提とし，排他条件付取引
等の参入阻止行動の分析に留まらず，参入阻止が困難で，実際に多国籍企業が参入してくる際の
対応策として，国内既存企業が垂直的または水平的取引関係の強化や変更により，効率性を高め
ることで対応する可能性にも注目することとした. 
 
ここで議論してきたような，多国籍企業の参入に直面した際の受入国内における国内企業間
の関係強化についての事例は，Harvard Business Review などの経営学の研究で指摘されてい
る． 
 
垂直関係（Dawar and Frost，1999） 
(1) ロシアにおける市場の解放にともない，ロシアのパソコンメーカーである Vist は，Compaq, 
IBM, Hewlett-Packard といった多国籍企業の参入に直面した．この際，Vist は小売店と排
他条件付取引契約を結ぶなど，販売網の強化等の対策で市場の20％のシェアを当時確保し，
生き残りに成功している． 
 
水平関係（Bhattacharya and Michael, 2008) 
(2) 中国の広告関連会社，Focus Media は，国内競合他社との合併等を通じ，同分野の多国籍企
業との競争に直面しているにもかかわらず，国内シェアを保った．  
 
このように，多国籍企業の参入は，実際に受入国内の企業組織構造（および企業間取引関係）
に影響を与えている事例が見られており，参入による受入国内での企業構造の変化を分析する
ことは重要であることが裏付けられる． 
現在，多国籍企業の活動が多くの国において少なからず影響を受ける時代となっており，その
影響を経済学的に分析することが求められる．特に本研究で注目する企業の組織構造の変化は，
それ自体が企業の効率性に影響し，また社会的余剰の変化をもたらすものであるため，研究の進
展が不可欠であると思われる． 
効率的企業の参入は，受入国内での社会的余剰を増加させる可能性があるが，既存企業にとっ
ては，自分の利益を奪われる可能性のある競合他社である．多国籍企業のような効率的な企業の
参入に際し，様々な対応策をとることが予想され，その対応策が与える効果や参入阻止が可能と
なる状況を解明することは，経済学的に重要な課題である．  
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２．研究の目的 
 
多国籍企業のような生産性の高い企業の参入に直面した際，国内企業の対応策として，参入阻
止が考えられる．しかし，先行研究により，効率的な企業の参入阻止が出来る状況は限られてい
ることが明らかにされており，国内企業は参入を前提にした対応を検討する必要もある． 



よって本研究では，次の２つの研究テーマに即して調査・分析していくことを研究目的とする． 
 
【研究テーマ１】 
多国籍企業の参入の脅威に直面した際の排他条件
付取引等の参入阻止行動 
 
【研究テーマ２】 
多国籍企業の実際の参入が生じた際に国内企業が
対応策として行う組織構造の変化 
 
多国籍企業の参入に際して，国内企業が市場環境に
応じて，どのような対応をしていくかを明らかにする
ことを最終目標とする．本研究の内容は，受入国の視点
だけでなく，多国籍企業の原籍国の視点においても，有
益な情報をもたらす．まず，受入国として，多国籍企業誘
致政策を行う際に起こりうる国内企業への影響，社会的
余剰の変化について理解が進む．そして，原籍国として，自国企業が海外進出する際の採算性を
検討する際に，考慮すべき事項を示すことができる． 
 
３．研究の方法 
 
最初に，先行研究を調査することで，国内のみで活動をしている企業と多国籍企業との活動規
模・生産性の違いや，多国籍企業の参入が受入国の市場・企業に与える影響について理解を深め
る．次に，多国籍企業による参入の脅威に対する国内企業の対応策，および実際の参入が国内企
業に与える影響（対応策を含む）について，国内企業の垂直的・水平的組織構造に注目して分析
を行う． 
特に，(1)参入の脅威に対する国内企業の対応策として，垂直的取引制限の一つである，排他
条件付取引契約についての考察をし，実際に参入阻止が起こる市場環境についての解明を進め
ること，(2)川上市場への実際の参入が国内企業の垂直的組織構造へ与える影響を考察すること，
(3)参入によって競争政策の観点から国内企業同士の水平統合が行われる可能性について考察す
ること，の３点に注力する．「２．研究の目的」で言及した研究テーマ１についての研究は，(1)
で，研究テーマ２についての研究は，(2)と(3)で行う．先行研究を通してデータの確認をし，事
例研究をすることで，理論がとらえる現実の事象を確認しながら，これらの分析を進める． 
 
４．研究成果 
 
下記３つの研究により，多国籍企業の参入が国内企業の組織構造の変化をもたらすメカニズ
ムを解明する．(1)から(3)の数字は，「３．研究の方法」で述べた(1)から(3)の注目点に対する
研究であることを示す． 
 
【研究テーマ１】 
(1) 効率的な新規参入企業の川上市場への参入に直面して，川上市場にいる国内既存企業が取
引相手と排他条件付取引契約を結ぶことで，参入阻止を行う可能性について分析を行っている． 
特に，最終財の生産に複数の補完的な投入財を必要とし，補完財供給企業に市場支配力がある
場合に注目して行った分析では，排他条件付取引契約を利用した川上既存企業の参入阻止の実
現可能性が明らかになった．この結果は，価格支配力を持つ補完財企業の存在により，参入の際
の川下企業の利潤増加が鈍化してしまうことが原因となっている．線形需要関数や線形費用関
数の仮定に依存せず，より一般的な設定においても成立することから，研究の頑健性の高い研究
としてまとめることができた． 
この研究を通して，効率性の高い企業の参入に直面した際に，参入阻止を目的とした排他条件
付取引契約を締結することが可能となる市場環境として新たに生産工程において補完的投入財
が必要となる場合が存在することを解明することができた．  
 
【研究テーマ２】 
(2) 海外企業が川上市場で M&A を行った場合の，国内の企業組織構造の垂直的変化に注目した
分析を行っている． 
この研究では，独占的競争モデルをベースに，固定費用と生産性の違いにより，国内に垂直的
取引関係を異にする様々な組織構造の企業が内在する２カ国モデルを構築している．その上で，
海外企業がグローバル調達を推し進めるために，国内の川上企業と M&A を行い，そのことによっ
て，国内川下企業の投入財調達方法へ影響を及ぼすことを理論的に分析している．分析の結果，
M&A により，国内の川上企業数が限定されることで，投入財価格の上昇を招き，国内企業が垂直
統合による投入財内部調達を選択する可能性が高まることを確認している．投入財供給者の限
界費用差など，国家間の非対称性に注目した分析を進め，数値解析を行うことで，生産性の低い

研究テーマ１

研究テーマ２

多国籍企業の参入への国内企業の対応

垂直的関係を強め，参入阻止をする．

参入阻止ができない場合，組織構造を変化
させることで対応する可能性

図１：本研究の問題意識 



企業の退出や投入財供給者の利潤への影響，産業全体の生産量拡大について定量的な結果を整
理し，ワーキングペーパーとしてまとめた． 
この研究は，海外企業が国内川上企業との M＆A を通して，多国籍企業として川上企業に存在
するようになった際，川上投入財の価格上昇という影響が見込まれ，国内企業が垂直統合による
投入財の内部調達を選択することによって対応する可能性を示している． 
 
(3) 効率的企業の参入可能性がもたらす国内企業の水平構造への影響を「合併のパラドックス」
に注目して分析を行っている． 
競合他社との統合のように同じ財を生産する企業との水平統合については，Salant, Switzer 
and Reynolds(1983)が指摘したように，統合が起ころうとしているある財市場において，統合に
参加しない企業数が多ければ，統合は企業に利益をもたらさない結果となり，これを「合併のパ
ラドックス」という．現実には，統合による競争の低下は，統合企業に利益をもたらすことが予
想されるため，Salant, Switzer and Reynolds(1983)以降，この「合併のパラドックス」を解消
する要因についての分析がなされてきた．公正取引委員会が発表している企業結合に関するガ
イドラインでは，市場シェアの高い企業の水平統合は禁止されているが，多国籍企業の参入を考
慮に入れると，水平統合が認められる可能性が生じる．多国籍企業の参入により水平統合へのハ
ードルが下がる際に，費用削減効果が見込まれるのであれば，水平統合が活発化されうる．特に
統合を検討している各企業の垂直的取引関係を考慮に入れると，例えば水平統合を検討してい
る企業がともに川下に流通経路を持つ場合，水平統合は，販売経路における効率化も期待される
ため，限界費用の低下が見込まれ，水平統合の誘因をもたらす． 
この研究に関しては，今後さらに検討を重ね改善してく予定である． 
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